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はじめに

１

近年、中山間地域では都市部や平野部に比べて人口減少や高齢化がさらに進行し、集落協定の構成員の高齢化、共同
活動体制の弱体化が進んできている状況にあります。また、担い手及び事務担当者、リーダーの確保ができないといっ
た人材不足により、活動体制が脆弱な小規模な集落協定を中心に、共同活動の継続ができず廃止する協定も増えてきて
います。

このような状況を受け、第６期対策では、将来に向けて共同活動が継続できる体制づくりを進めるため、これまで進
めてきた集落協定の統合による広域化などに加え、まずは、集落協定間で可能な取組から連携していただくネットワー
ク化や多様な組織等の参画を推進することとしています。

本事例集は、集落協定間のネットワーク化等を地域で進めていただく際の参考資料となるよう、集落協定の統合や事
務局機能の一元化、活動の連携等を行っている事例について、体制の構築の方法や効果等を取りまとめたものです。都
道府県・市町村の説明会、集落の話合いに活用するなど、体制づくりに向けたご検討の参考にしていただければ幸いで
す。

最後に、本事例集の作成に当たり、ご多忙の中、快くご協力いただいた集落協定関係者の皆様、都道府県・市町村担
当者の皆様に心より感謝を申し上げます。

現状 事例収集の目的 集落による実践 期待する効果

○人口減少や高齢化により集落
の共同活動体制が弱体化

○集落・市町村ともに事務が負
担となり、活動継続に支障

○リーダー等を含む担い手不足
により小規模な集落協定を中
心として活動の廃止が増加

○多くの地域が同様の課題を抱
える中、将来に向けて共同活
動が継続できる体制づくりを
推進

○統合・ネットワーク化・多様
な組織等の参画等により、体
制を強化して活動に取り組む
事例を市町村・集落協定等に
展開

○本事例集を参考に、集落協定
が地域の実情に応じた体制づ
くり（統合・ネットワーク化
・多様な組織等の参画）に取
り組む

○活動の継続に不安がある集落、
特に小規模な集落協定におい
て、今後も農業生産活動が継
続される体制を構築
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 統合後の広域協定内で作業
単価等のルールを統一

 集落間での人的資源や交付
金の融通がしやすくなる

 意思決定がしやすい

 広域協定から、傘下のグ
ループに配分

 グループ毎に交付金の使途
や作業単価等のルールの独
自性を一定程度確保できる

 災害対応時などでは柔軟は
配分も可能

 各集落協定から協議会に負
担金を拠出し、各集落協定
単独では実施困難となった
事務等を一元化

 各集落協定の独自性を維持
しつつ、協定間の横連携が
できる

 機械の共同利用など、特定
の活動において集落協定間
で連携を実施

 各集落協定の独立性を維持
しながら、必要なことから
横連携を行う
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 各集落協定から同一の外部
組織等に事務等を委託（ス
ケールメリットにより委託
先を確保）

 各集落協定の独立性を維持
しながら、ゆるやかに横連
携できる

委託

集落協定間で活動の連携を実施

協議会等の
共同事務局を
つくる場合
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体制づくりの類型イメージ

※ 本資料は、体制づくりに向けた参考にするため、体制づくりの類型のイメージを整理したものであり、各類型
の定義を示すものではありません。このため、この類型のイメージに合致しない体制づくりもありえます。



合併型 親子型 協議会型 活動連携型 共同委託型

北海道月形町 集落協定の広域化に伴い役員を担える人材の確保と農作業の省力化・効率化 ○ 5

宮城県栗原市 棚田を始めとした農用地・自然生態系の保全、棚田から生まれる都市部との交流と進行 ○ 6

秋田県由利本荘市 広域協定内に活動グループを形成し、交付金の柔軟な運用を実現 ○ 7

秋田県由利本荘市 交付金の柔軟な活用を可能とした統合を実現 ○ 8

山形県鮭川村 各集落協定から同一の外務組織等に事務等を委託したゆるやかな横連携 ○ 9

福島県金山町 １町１協定による広域的な協定事務の一元化 ○ 10

福島県安達郡大玉村 １村１協定による広域的な協定事務の一元化 ○ ○ 11

栃木県塩谷町 各集落の独自性を維持しつつ、広域化により事務負担軽減を実現 ○ 12

群馬県中之条町 協定の統合によるスケールメリットを生かした農作業受委託体制の整備 ○ 13

千葉県鴨川市 集落協定間の連携を図り、活力ある地域社会づくりに寄与する協議会の設立 ○ ○ 14

新潟県小千谷市 ３段階の活動体制による活動の継続と就農支援 ○ ○ ○ 15

新潟県十日町市 NPO法人との協働による集落の活性化 ○ 16

富山県氷見市 隣接集落と共同で行う農業インターンシップを契機に、連携して集落の活性化を実現 ○ 17

頁事例地域名

体制
統合 ネットワーク化 多様な

組織等
の参画

３
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合併型 親子型 協議会型 活動連携型 共同委託型

三重県伊賀市 つなぐ棚田遺産“西山の棚田”が繋ぐ多様な組織との連携取組 ○ 18

岐阜県郡上市 多様な組織との連携による活力ある地域づくり ○ 19

滋賀県栗東市 多様な組織と連携した棚田地域の振興 ○ 20

兵庫県養父市 ９集落協定で連携して獣害対策及び粗放的な農地管理に取り組み、棚田を守る ○ 21

島根県浜田市 担い手の連携を強化する協議会を核とした複数集落協定の再編 ○ ○ 22

山口県阿武町 多様な組織等が連携した“にぎわいの創出”によるむらづくり ○ 23

愛媛県松野町 協定の統合による活動体制の整備と強化 ○ ○ 24

高知県三原村 村全域にわたる２協定の事務等の一元管理による連携強化 ○ 25

長崎県大村市 集落協定の統合及び農事組合法人との連携により中山間地域の農業活性化及び荒廃化防止 ○ 26

熊本県あさぎり町 ５つの集落協定から同一の外部組織に事務等を委託し、集落協定の活動継続のための体制づくりを推進 ○ 27

宮崎県日之影町 ネットワーク化による農作業受委託システムの確立 ○ ○ 28

鹿児島県湧水町 各集落協定から同一の外部組織等に事務等を委託したゆるやかな横連携 ○ 29

頁事例地域名

体制
統合 ネットワーク化 多様な

組織等
の参画
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○ 第5期から２つの集落（豊ヶ丘、新富）協定を統合、人材の確保
○ それぞれの集落協定で管理していた共同機械を共有化し一括管理、運搬車両等の導入により農作業を効率化

中山間地域等直接支払交付金「新豊集落協定」（北海道月形町）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：令和２年
面 積：276.0ha(田)
共同取組活動費への配分割合：29.1%
構成員：農業者20人､農業法人4法人
主要作物：水稲等

①集落・地域のこれまで

・合併前、豊ヶ丘集落では、高齢化や後継者不足により協定参加者が年々
減少していたことに加え、協定参加者の内、半数以上が他集落からの通
い作で参加していたため、役員を担える人材が不足していた

・新富集落では、将来的に役員を担える人材が不足する見込みであった
・両集落の共通の問題として、他集落からの通い作の参加者が多いため集

落間の機械の運搬に多くの時間がかかっていた
・豊ヶ丘集落から新富集落へ統合の話を持ち掛けた。共通課題である人材

確保と機械運搬時間の削減に向け、統合の話はスムーズに進んだ

つぎがたちょう

②実施体制の特徴

・２集落協定が統合し広域組織の体制構築
・各担当役員（機械担当、法面担当等）を旧集落協定（豊ヶ丘、新富）の
参加者からバランスよく選出

・集落全体で施設等を管理
・それぞれの旧集落で管理していた共同機械を新集落で一括管理
・広域化加算を活用し、協定に沿った農業生産活動を主導する人材を確保

③取組の内容・成果

・２集落協定の統合により、使用できる共同機械の種類が増え、機械使用
の選択が多様化

・広域化加算を活用し、水稲共同防除面積の拡大のため運搬車輌を導入し
たことで、運搬時間を大幅に削減

・生産性向上加算を活用し、GPSガイダンスを導入したことで集落全体の
農作業時間（代掻き・肥料撒きにかかる時間）を１割程度短縮

・統合により役員の選出が容易になった

しんとよ

高齢化等により
役員を担う人材が不足

将来的に役員を担う
人材が不足する見込み

新豊集落協定

協定参加者の約半数が他集落からの通い作

統合
第5期（令和2年度）

統合の働きかけ豊ヶ丘集落協定 新富集落協定

月形町

○役員をそれぞれの旧集落協定からバランスよく選出
○協定に沿った農業生産活動を主導する人材を確保
○農作業時間が短縮（統合前と比べて約１割短縮）

・水稲共同防除面積の拡大のため運搬車輌を導入
・GPSガイダンスを導入（代掻き・肥料撒き）

【トラック（運搬車両）】

【GPSガイダンス機能付トラクター】

作業の機械を運搬する必要あり
（多くの時間を要していた）

統合（合併型）

５

集落協定の広域化に伴い役員を担える人材の確保と農作業の省力化・効率化



○ 段階を経て、集落協定が地域内外の多様な組織とのつながりを拡大
○ 棚田を活用した交流事業により、人員の確保に努めながら農地の保全活動と地域の活性化を実施

中山間地域等直接支払交付金「 若柳蓬田集落協定」（宮城県栗原市）

【集落協定の概要】
協定開始：平成１７年度（第２期対策）
面積：１８ha(田)
共同取組活動費への配分割合：５０%
構成員：農業者３２人
主要作物：水稲、レンコン

①集落・地域のこれまで

・平成17年度（第２期対策）から若柳蓬田集落協定を運営
・令和２年度～４年度、宮城県の「農山漁村集落体制づくり支援事業」

を活用し、棚田から生まれる都市部との交流事業を実施
・令和６年２月、棚田等の保全振興に向けて、「栗原市若柳地域指定棚

田振興協議会」を設立
・同年６月、指定棚田地域振興活動計画が認定

棚田を始めとした農用地・自然生態系の保全、棚田から生まれる都市部との交流と振興

くりはらし

②実施体制の特徴

・栗原市若柳地域指定棚田振興協議会は、集落協定、地域住民、関係行
政区長、県、市、仙台市近郊の大学など関係機関等で構成

・市が協議会の運営や会議資料の作成等の事務局機能を担い、若柳蓬田
集落協定と関係機関が連携する実施体制を構築

③取組の内容・成果
・棚田等の保全を通じ、農用地等の多面にわたる機能の維持・発揮が図

られた
・仙台市近郊の大学及び医療職者との連携事業（田植え・稲刈り体験、農

用地の転作作物（さつまいも等）の収穫体験交流会、大学祭での販売等）
により、食育の推進、棚田地域の振興並びに交流人口が増加

・地域内外との多様な交流をきっかけに協定構成員の棚田保全のモチ
ベーションが向上

・棚田を観光資源とした、地域内外から応募可能な「よもぎだフォトコ
ンテスト」の定例開催により、地域の活性化と交流人口の増加が図ら
れた

若柳蓬田集落協定

H17～R元年度

地域外との交流をきっかけに構成員の棚田保全の
モチベーション向上、R5.12指定棚田地域に指定

R6.2～

栗原市若柳地域指定棚田振興協議会

若柳蓬田集落協定
関係行政区仙台市近郊の大学

栗原市(事務局)宮城県北部地方振興事務所
栗原地域事務所 農業委員会

新みやぎ農業協同組合
若柳営農センター

○「よもぎだフォトコンテスト」（地域内外から応募可能）の定例開催
○ 仙台市近郊の大学との交流を継続、新たに医療職者とも交流し、農作業体験や収穫祭を実施
○ R6.6指定棚田地域振興活動計画が認定され、棚田地域振興活動加算により交流人口の増加に取り組む

都市農村交流の支援

若柳蓬田集落協定

R2～R4年度

農山漁村集落体制づくり
支援事業（宮城県）

○棚田を観光資源に「よもぎだ
フォトコンテスト」を開催
○大学（名取市）と連携し、農
作業体験の実施や収穫祭を共同
開催

仙台市近郊の大学

わかやなぎよもぎだ

【大学と連携した農作業体験】

連携

栗原市

多様な組織等の参画

６



広域協定内に活動グループを形成し、交付金の柔軟な運用を実現

○ 55協定を１協定に統合した上で、集落単位や水掛かり単位などによる18のグループを形成して活動を実施
○ 各グループは配分された共同取組活動費の範囲内で自由に活動しつつ、地域の農地保全を念頭に柔軟な交付金活用を図る

由利本荘市中山間地域等直接支払交付金「やしま集落協定」（秋田県由利本荘市）

やしま集落協定

55協定を１協定に統合（H17）

集落単位や水掛かり単位で
18のグループを形成して活動

特徴１：グループ内の農用地面積等を考慮し、各グ
ループへの共同取組活動費の配分額を決定

特徴２：各グループは配分額の範囲内で自由に活動
特徴３：災害復旧が必要なグループには配分額を集

中させるなど、農地保全を念頭に柔軟に運用

各グループの配分額
から5.5%を拠出 ・各グループへの配分額の算定

・各グループへの振込作業

土地改良区

①集落・地域のこれまで

・平成17年（第２期対策）から、55協定を１協定に統合。旧矢島
町全域をカバーする広域協定を締結

・同時期に土地改良区への交付金事務支援業務の委託を開始

②実施体制の特徴

・集落単位や水掛かり単位で18のグループを形成して活動
・役員会でマスタープランを策定し、グループ内の農用地面積、傾

斜度、構成員、事務費等を考慮し、各グループへの共同取組活動
費の配分額を決定

・各グループは配分額の範囲内で自由に活動
・地域に交付される交付金を一元的に管理し、災害復旧が必要なグ

ループには配分額を集中させるなど、農地保全を念頭に柔軟に運
用

③取組の内容と成果

・管理作業に係る担い手の負担軽減と品質向上のため、交付金を活
用したラジコンヘリでの共同防除を実施

・主食用米のほか酒米にも取組み、地元酒蔵に出荷。また、高収益
作物のアスパラガス、花きのリンドウを導入するなど所得向上に
向けた取組を実施
⇒販売額(ｱｽﾊﾟﾗ、ﾘﾝﾄﾞｳ)：12,000千円(H27)→19,941千円(R3)

事務支援業務の委託

【集落協定の概要(R4現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：367ha(田)
共同取組活動費への配分割合：51%
構成員：農業者243人､農業法人１法人、農業生産組織2組織
主要作物：水稲、酒米、アスパラガス、リンドウ

ゆりほんじょうし

７

統合（親子型）



○ 団地ごとに活動していた近隣6集落協定が、独自性を残したまま統合し活動を実施
○ 旧協定単位で共同取組活動費の配分を行い、それぞれで活用方法を決定

中山間地域等直接支払交付金「 六沢集落協定」（秋田県由利本荘市）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成27年度
面 積：51ha(田)
共同取組活動費への配分割合：20%
構成員：農業者39人､農業法人1法人
主要作物：水稲、そば、飼料用作物

①集落・地域のこれまで

・平成26年度より、第4期対策の実施に向けて、事務の負担が課題と
感じていた近隣の5協定は、共通する構成員等が多く、統合による
事務負担の軽減も見込めたため、市からの助言を受けつつ調整を
重ね六沢集落協定として統合

・令和元年度より、第5期対策に向けて、事務に苦慮していた近隣の
1協定に対して、六沢集落協定から提案を持ち掛け統合

交付金の柔軟な活用を可能とした統合を実現

ゆりほんじょうし

②実施体制の特徴

・旧協定ごとに予算の活用方法や維持管理の方法が異なるため、旧協
定単位での組織体系を残しつつ統合することで、それぞれの意思
決定を尊重

・地区代表者が旧協定内の意見を集約し、数名の地区役員とともに六
沢集落協定の総会に集まり、協定全体の意思決定を行う

・旧協定単位で共同取組活動費の配分をおこない、それぞれが配分額
の範囲内で自由に活動

・配分額を超える事業を実施したい場合は、全体で予算の調整を行い、
他旧協定から配分額を融通する形で事業を実施

・事務処理方法を一元化し、 行政書士が所属している旧町内のNPO
法人に交付金事務の支援や会計事務等を委託

③取組の内容・成果

・予算の調整（他旧協定からの融通）により、統合前は複数年かけて
実施していた事業が単年度で実施可能となった

・統合及び事務支援業務を委託したことで、事務負担が軽減し、次期
対策への取り組み継続の意欲が向上

・構成員の増加により交流の機会が増え、地域活性化へつながった
【旧協定間の垣根を超えた草刈り作業】

事務支援業務の委託 NPO法人
（旧町内）

①協定代表者

六沢集落協定

【役員の役割】
①協定代表者・・・ 総会と臨時総会の開催。全地区の総括。行政又は事務委託者が招集する会議等への出席。
②地区代表者・・・ 団地ごとの総括。農業者の意見の集約。
③地区副代表者・・ 代表の補助、代理。耕作放棄地の発生防止取組み。
④事業管理者・・・ 水路布設整備、農道整備、農地災害対応等の事業計画策定。業者との見積もり聴取等の折衝。
⑤連絡員・・・・・ 電話連絡。会議開催等の通知配布。会議の会場手配。
⑥作業管理者・・・ 水路、農道の草刈り作業の管理、写真撮影。作業日誌の作成。

・交付金事務の支援
・会計事務 等

Ａ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

Ｂ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

Ｃ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

Ｄ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

Ｅ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

Ｆ
団
地
（
旧
集
落
協
定
）

・他旧協定から配分額の
融通が可能

・作業実施日の重複を避け
作業員の相互補完が可能

共同取組活動費配分（旧協定単位）

・基本的に旧協定単位で活動を実施
・旧協定毎に以下役員を配置
（②地区代表者③地区副代表者④事業管理者⑤連絡員⑥作業管理者）

交流・連携

統合（親子型）

由利本荘市

８



k

○ ５つの集落協定が、同じ中山間直払事務受託者（ＪＡのＯＢが個人で受託）に事務支援業務を委託
○ 受託者が、村と集落協定との橋渡し的な役割を担うことで、村事務担当の負担軽減

鮭川村

中山間地域等直接支払交付金「 鮭川村の５集落協定」（山形県鮭川村）

①集落・地域のこれまで

・令和元年度より、第5期対策の実施に向けて、事務処理が負担と
考えていた5集落協定が、各集落協定ごとに同じ受託者へ事務支
援業務を委託して取り組むこととした

②実施体制の特徴

・５つの集落協定が、同じ中山間直払事務受託者（ＪＡのＯＢが個
人で受託）に事務支援業務を委託

③取組の内容と成果

・5集落協定において、第5期対策への事業継続が図られ、適正な農
地の維持管理

・次期対策（第6期対策）に向けて、取り組み継続の意欲向上
・受託者が、村と集落協定との橋渡し的な役割を担うことで、村事

務担当の負担軽減【集落協定の概要(R4現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：125ha(田)、1ha（畑）
共同取組活動費への配分割合：50%
構成員：農業者121人､農業法人１法人、その他1
主要作物：水稲、そば、山菜

集
落
協
定

集
落
協
定

集
落
協
定

集
落
協
定

集
落
協
定

同じ中山間直払の事務受託者
（JAのOB個人で受託）

村

村と集落協定との橋渡し的な役割

事務支援業務の委託
共同取組活動費より委託費を拠出
（拠出は各協定の取り決めによる）

委託内容
・書類整理支援
・会計帳簿整理、作成支援
・会議資料等作成
・事務、現地確認立会い
・事業推進相談等

事務委託や受託者の情報提供

各集落協定から同一の外部組織等に事務等を委託したゆるやかな横連携

さけがわむら

９

ネットワーク化（共同委託型）



○ 19の集落協定が統合した１町１協定の広域組織
○ 多面的機能支払交付金の事務局に事務支援業務を委託することで事務作業が軽減

金山町中山間地域等直接支払交付金「 かねやま中山間広域事業体」（福島県金山町）

【集落協定の概要(R4現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：108ha(田)
共同取組活動費への配分割合：49%
構成員：農業者269人､農業法人1法人、生産組織3組織
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・平成26年の多面的活動でも「地域・集落の課題」と同様の問題
を解決するべく広域化組織を構築し問題を解決

・中山間の活動においても、第４期対策から集落連携・機能維持
加算（広域化支援）を活用し、地域全体で維持管理する１町１
協定の広域組織の体制を構築

・多面的機能支払交付金の事務局に事務支援業務を委託すること
で、事務作業を軽減

・令和２年（第５期対策）より生産性向上加算にて、ドローンの
運用を実施

②実施体制の特徴

・19の集落協定が統合した１町１協定の広域組織の体制
・多面的機能支払交付金の事務を含め、協定事務は「金山町農地
維持環境保全協議会」に一元化

③取組の内容・成果

・広域化により共同取組活動の報酬が統一され、他の集落等で人
手が足りないときに協力できる仕組を整備

・生産性向上加算を活用して、ドローンを購入し、構成員からオ
ペレーターを育成し、肥料や薬剤の散布を実施

１町１協定による広域的な協定事務の一元化

中山間地域等直接支払交付金 多面的機能支払交付金

共同取組活動の報酬の統一
→他の集落等の人手不足

を補う協力体制の構築

（第4期対策から）
19協定を１協定に統合

（第5期対策から）
生産性向上加算にて
ドローンの運用を実施

かねやま中山間広域事業体

1町１協定で開始
（H26年から）

金山町農地維持
環境保全協議会
（H26年から）

事務支援業務の委託

各協定ごと
交付金から
25%を拠出

目標面積 実績面積 実作業 実施人数
                                       延べ面積 (延べ人数)
R2年度 対象農地選定 1名(1名)
R3年度 3ha 14.43ha   22.7ha 2名(3名)
R4年度 6ha 19.39ha   29.07ha 2名(5名)
R5年度 9ha 34.93ha 56.87ha 2名(7名)

・個人配分や取組活動費
を19協定ごとに配分

・総会の開催
・資料の作成
・各書類整理支援、管理

【ドローンによる散布作業】

特徴
【合意形成について】
・ほとんどの地区が多面的機能支払交付金と同じ

区域のため容易に合意できた
【交付金の運用等について】
・多面的機能支払交付金の実績から事務局費用を

算出
・作業計画等による共同活動の作成がスムーズ

かねやままち 統合（合併型）
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○ 15の集落協定が統合した１村１広域組織
○ 土地改良区への事務支援業務の委託により事務負担が軽減

中山間地域等直接支払交付金「 おおたま中山間広域事業体」

【集落協定の概要(R6現在)】
協定開始：令和2年度
面 積：229.6ha(田)
共同取組活動費への配分割合：64%
構成員：農業者210人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで
・県内他町の広域化事例を参考に、村が集落代表者及び役員を中心に

説明会を開催し、集落全体で事務負担軽減が図られることを確認し
たうえで、広域化への合意形成に至り、第5期対策から地域全体で
維持管理を行う１村１協定の広域組織の体制を構築

・村の土地改良区において、中山間・多面担当の職員が採用されたこ
ともあり、中山間地域等直接支払交付金及び多面的機能支払交付金
の事務局を土地改良区に置き、事務処理を集約

１村１協定による広域的な協定事務の一元化

②実施体制の特徴
・15の集落協定が統合した１村１協定の広域組織の体制
・各地区（旧協定）の代表者により広域組織を運営し、情報交換等に

より各地区の現状や取組を把握
・面積に応じて交付金が各地区に分配され、地区ごとに活動を継続

（地区ごとに共同取組活動費の分配率を設定）
・高齢化に伴い人手が不足している地区については、近隣地区が営農

や維持管理等を支援する協力体制を構築
・多面的機能支払交付金の事務を含め、協定事務は土地改良区に一元
化し、委託費として両交付金それぞれ交付額から5％拠出

③取組の内容・成果

・各地区の活動に対する広域組織との協力体制の構築により、農地の
荒廃を防ぎ、維持保全が図られた

・村と各協定間の実績報告までのやりとりに膨大な時間を費やしてい
たが、土地改良区へ事務支援業務を委託をすることにより、事務処
理が集約し、村と旧協定両者の事務負担軽減が図られた

・両交付金の事務を同一組織（土地改良区）へ集約することで、主導
的な役割を担う人材確保により、協定に沿った農業生産活動等のマ
ネジメント管理が可能となった

○地区（旧協定）ごとの活動は継続
共同取組活動費：地区ごとに分配率を設定

個人配分：地区ごとに分配率を設定
（活動参加状況に応じて配分）

○近隣地区が営農や維持管理等を支援する
協力体制

安達郡大玉村

【農道・法面の共同草刈り活動】

おおたま中山間広域事業体

令和２年に15協定を統合

多面的機能支払交付金

令和３年より１村１協定で開始

多面的機能広域組織運営委員会

両交付金の事務処理集約

【事務内容（中山間直払部分）】
・書類整理支援
・現地確認の補助
・その他（通知文書、資料の作成）

土地改良区（事務局）

村
（両交付金とも１村１広域協定）

中山間地域等直接支払交付金

15地区
（旧協定）

各地区に交付金を分配

広域化の働きかけ

相談

統合（親子型）・多様な組織等の参画

（福島県安達郡大玉村）
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○ 第５期対策から5集落が統合し、継続的に参画集落を拡大し（R5年度７集落）、１町１広域協定を実現
○ 加算措置の活用により、事務の効率化や省力機械等の多面的な導入・活用を推進

中山間地域等直接支払交付金「 塩谷町中山間地域活性化協議会」（栃木県塩谷町）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度（広域協定化：令和２年度）
面 積：196ha(田)
共同取組活動費への配分割合：74.9%
構成員：農業者148人､非農業者101人
主要作物：水稲、大豆 等

①集落・地域のこれまで

・町が主導となり、事務負担の軽減及び新規集落参加の効果的推進に向
けて、すでに制度に取り組んでいた２集落協定及び新規３集落により、
町を事務局とした広域協定を令和2年度に締結

・その後新規参加集落を増やし、R5年度は７集落で活動
（R6年度からさらに１集落取り込み、８集落で構成）

各集落の独自性を維持しつつ、広域化により事務負担軽減を実現

しおや

②実施体制の特徴
・広域協定の締結に当たり、集落協定広域化加算を活用して専任の事務
員を雇用し、町役場内に事務局を設置

・協議会から各集落に予算が配分され、農用地や水路等の保全活動を各
集落で実施することで独自性を維持

・町から助言等を得ながら、７集落の代表者で構成される総会において
共同取組活動の内容を検討

③取組の内容・成果

・町の全旧村（３地区）すべてを広域化していることから、新規農用地
の取り込みなど、町全体の掘り起こしが可能

・広域協定のメリットを活かし、生産性向上加算を用いて乗用草刈機や
ドローン等の高性能、省力機械の導入・活用が多面的に進み、持続的
な活動体制づくりを推進

・鳥獣害対策関連事業を活用しつつ、侵入防止柵等の整備を実施するこ
とで生産性の向上を図っている

・専任事務員の雇用により下記業務が効率化
・交付事務（各集落でなく協議会と町で完結することが可能、専任事務員が実施）
・協議会の会計業務 ・協議会での機械購入等に関する事務処理（契約関係）
・事務処理が困難な集落の活動日誌と支払一覧表の整理を実施
・新規参加集落の図面や名簿等の整理 ・集落からの交付金に関する相談の対応
・総会や会議の開催、機械の説明会に関する段取り

塩谷町中山間地域活性化協議会（広域協定）

・交付事務、支援・指導
・制度の周知、新規集落の誘導
・鳥獣害対策関連事業との調整
・交付金の活用方法の助言等

専任事務員の雇用
役員：構成７集落からの代表者により構成
総代：構成７集落の総代から選出

（集落協定広域化加算から拠出）

非農家（保全活動への参画等）

塩谷町

町（１町１広域協定）

農家

集落協定

R2～

集落・集落協定の広域化
＋

・複数の集落が直払
の取組に新規参加

事務局（町役場内）
・書類整理
・帳簿管理
・現地研修、イベント調整
・機械導入の支援 等

各集落で農用地や水路等の保全活動

各集落に
予算を配分

【鳥獣害侵入防止柵設置作業】

共同で乗用草刈機・ドローン等の利用：13台導入（R2年度～R5年度）
合同で省力化機械のオペレーター養成研修会を実施：計４回（同期間）

集落協定

集落

集落

統合（親子型）
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○ 活動取りやめの危機にあった協定を近隣協定に統合したことで、当該協定は活動を継続
○ 統合を契機に広域で農作業受委託体制を整備

中山間地域等直接支払交付金「大塚集落協定」（群馬県中之条町）

①集落・地域のこれまで

・赤坂下集落協定では、平成12年度（第１期対策）から中山間地
域等直接支払交付金の活動を行ってきたが、高齢化の進行や担
い手不足により事務担当者等の後継者がおらず、活動の継続が
難しい状況にあった

・活動の継続が困難となった赤坂下集落協定と、平成22年度（第
３期対策）から活動を継続しており事務担当者等がいる近隣の
大塚集落協定が統合

協定の統合によるスケールメリットを生かした農作業受委託体制の整備

なかのじょうまち

②実施体制の特徴

・使途や配分ルールは統合後の協定全体で統一しつつ、地域の活
動は従来通り旧集落協定単位で実施

・地域全体の合意形成を前提として、協定の役員（事務作業）は
旧大塚集落協定が担う

・統合を契機として、旧協定の範囲に限定することなく、広域で
農作業受委託体制を整備

③取組の内容・成果

・統合により協定内全ての農地で第５期対策への活動の継続が図
られ、適正な農用地の維持管理を実施

・旧赤坂下集落協定としては、事務負担が軽減され、従来通りの
活動が継続できた

・旧大塚集落協定としては、協定に位置付ける農作業受委託の担
い手を一人増員し、協定農用地の増加を図ることができた

統合を契機に広域で農作業受委託体制を整備

【体制整備】旧協定の範囲に限定せず、広域で農作業受委託体制を整備
【拡充】農作業受委託の担い手を増員 ⇒ R2:4人 → R6:5人

受
託
担
い
手

受
託
担
い
手

受
託
担
い
手

受
託
担
い
手

受
託
担
い
手

（旧）赤坂下集落協定 （旧）大塚集落協定

赤坂下集落協定
（統合前：5ha、構成員20人）

・事務担当者等が確保できず、
活動継続が困難

統合

赤坂下集落協定は
事務負担が軽減され

従来通りの活動を継続

中之条町

【共同の草刈り活動】

大塚集落協定 新体制

大塚集落協定
（統合前：19ha、構成員68人）

・事務担当者等を当分確保できる
見込みがあり、活動継続可能

協定の事務を一元化

統合（親子型）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成22年度
面 積：24ha(田)
共同取組活動費への配分割合：20%
構成員：農業者67人
主要作物：水稲
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○ 市と市内全24集落協定が連携し協議会を立ち上げ、中山間地域等直接支払制度活用のための活動を実施
○ 協議会での集落活性化の情報交換により、都市農村交流事業への参加や集落協定間の相互連携による農村景観の保全に取組

中山間地域等直接支払交付金「 鴨川市の24集落協定」（千葉県鴨川市）

①集落・地域のこれまで

・鴨川市は「長狭米」をはじめ、知名度の高い、品質の優れた農産
物が多いが、高齢化の影響から農家数、農業人口は減少傾向にあ
り、後継者不足が顕在化

・H15年度に中山間直払制度に取り組む市内全24集落協定、市及び
棚田に関する各種イベント等を実施する団体（NPO法人大山千枚
田保存会）とで「鴨川市中山間地域等活性化協議会」を設立

集落協定間の連携を図り、活力ある地域社会づくりに寄与する協議会の設立

②実施体制の特徴

・「釜沼千枚田集落（NPO法人大山千枚田保存会）」が協議会の事
務局を担い、市や各集落協定代表者と取組活動について検討

・協議会が棚田オーナー制度の事務局も担い、連絡先・会計を協議
会に一本化

・各協定は交付金の１％を協議会の運営費（協議会の各通知文の発
送費・全国棚田サミットへの参加を含む各種研修の組立等）とし
て拠出

・各協定構成員や棚田オーナー制度参加者等が主体となり協議会の
開催する各種活動を実施

③取組の内容・成果

・協定間の連携や棚田オーナー等の参加により担い手不足が緩和
・協議会の以下取組等により協定間の連携が強化

・研修を兼ね、各協定が全国棚田サミットへ参加しやすいよう計画
・定期的に行われる役員会等で情報発信を行い、各集落が一斉に共有
・中山間直払制度の理解を深めるため、勉強会と研修会を実施
・耕作放棄地を舞台に草刈りの技術を競い合う「草刈りサミット」を共

催し、協議会の会員を中心に地域内外からも参加者を募集

鴨川市

【24集落協定の概要(R５現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：227ha(田)、4ha（畑)
構成員：農業者525人、非農業者23人、農業法人2法人
主要作物：水稲

各集落協定代表者

会費
（運営費）

棚田オーナー
制度利用料

棚田オーナー制度
集落分配金

市

市内全24集落協定 棚田オーナー制度
に取り組む集落協定

棚田オーナー
制度参加者

連絡
調整

【協議会が行う連絡・調整内容】
・制度や会合等に関する各種事務連絡
・会議開催通知
・全国棚田サミット参加取りまとめ
・オーナー制度や学生の農業体験受入れ

募集希望の取りまとめ
・研修会の開催
・草刈りサミットの実施 ほか

【事務局】
釜沼千枚田集落（NPO法人大山千枚田保存会）

鴨川市中山間地域等活性化協議会

協議会の設立により集落協定間の連携が強化

学生

農業体験

集落協定の垣根を超えた草刈り活動
【 草刈りサミット 】

ネットワーク化（協議会型）・多様な組織等の参画
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３段階の活動体制による活動の継続と就農支援

○ 集落協定の広域化体制を再編し、市全体で活動内容に応じた３段階の活動体制を整備
○ ３階層の組織ごとに役割分担し、事務の一元化を図るとともに、棚田地域振興や農業研修プログラムの実施に取り組む

小千谷市

中山間地域等直接支払交付金「真人北部広域集落協定」（新潟県小千谷市）

・旧小学校区の３集落協定を統合
・棚田地域振興活動として畦草
刈機による管理の省力化、WEB
コンテンツの作成・充実
・連携する農業法人「(株)Ｍｔ.
ファームわかとち」が農地維持
の中核を担うとともに、農業研
修プログラム実施の中心的な役
割を担う

まっと

真人北部広域協定 広
域
協
定
②

広
域
協
定
③

広
域
協
定
④

広
域
協
定
⑤

小千谷市広域協定運営委員会

広
域
協
定
⑥

農道・水路・農地
の維持は旧集落協
定ごとに実施

・棚田加算の取組
は広域協定ごとに
実施
・旧集落協定ごと
の事務を一元化

・運営委員会が広
域協定の事務を支
援
・農村滞在型就農
プログラムの実施

①集落・地域のこれまで

・中越地震からの復興を中心的に担っていた世代の高齢化が進
行。営農体制の維持、次世代の担い手確保が課題に

・市では第４期から集落協定の広域化を進めてきたが、広域化
の対象は事務の一元化に限られ、営農体制の強化にはつなが
らなかった

・第５期から地域的な繋がりが深い旧小学校区内の３集落協定
による広域集落協定に再編

②実施体制の特徴

・市全体で活動内容に応じた３段階の活動体制を整備
 ①各旧集落協定は交付金を個人配分金と共同活動費に充て、農
道・水路・農地の維持を実施

 ②各広域協定単位で、棚田活動の取組を実施するとともに、旧集
落協定ごとの事務を一元化

 ③小千谷市広域協定運営委員会が広域協定の事務の一部を （公
社）中越防災安全推進機構「イナカレッジ」、他2名に委託。ま
た、令和２年度から農村に長期間滞在して農業研修を行なうラ
イフスタイル型就農プログラムを開始

・各協定から本体交付金の５%と棚田加算の一部を拠出し、事
務支援や運営委員会の活動に充当

③取組の内容・成果

・真人北部広域協定では棚田加算により畦草刈機を活用した管
理の省力化、棚田に関するWEBコンテンツの作成・充実に取
り組む

・「イナカレッジ」と連携した就農プログラムでは、 (株) Ｍｔ.
ファームわかとちが、研修生が滞在する住居の提供や研修等、
プログラム実施の中心的な役割を担う

⇒２名の研修生が若栃集落に滞在し、農業研修に参加(R2)

【集落協定の概要(R4現在)】
協定開始：令和２年度
面 積：85ha(田)
共同取組活動費への配分割合：42%
構成員：農業者54人､農業法人2法人、非農業者2人、その他1人
主要作物：水稲

にいがたイナカレッジ
他2名

事務支援

８
集
落

７
集
落

７
集
落

２
集
落

５
集
落

・棚田加算の一部を事務
局運営費に
・本体交付金の5%を事
務委託費に

【法人若手従業員と
研修生による稲刈り】

おぢやしまっと
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○ 若手移住者を取り込みながら、NPO法人を中心とした営農体制、協定の運営体制を構築
○ 集落で生産するブランド米の販売に加え、棚田オーナー制度を核とした取組を通じて交流・移住人口の拡大を実現

中山間地域等直接支払交付金「 池谷・入山集落協定」（新潟県十日町市）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成22年度
面 積：18.7ha(田)
共同取組活動費への配分割合：67%
構成員：農業者14人､農業法人２法人、非農業者14人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・池谷集落は新潟県中越大震災により一時は６世帯まで減少し、集落自
体の存続が危ぶまれる状況であった

・災害ボランティアの受入れを契機に平成17年に「十日町市地域おこし
実行委員会（現 NPO法人地域おこし）」 を設立し、平成24年にNPO
法人化

・平成18年から集落で生産した棚田米を「山清水米」として販売開始、
平成20年からは体験交流イベントを開始し都市との交流を積極的に推
進、平成30年から棚田オーナー制度を開始

NPO法人との協働による集落の活性化

とおかまちし

②実施体制の特徴

・集落協定の主な構成員は、池谷集落の住人、NPO法人地域おこし、通
い耕作者、集落出身者

・集落協定の代表者等（事務局）から依頼を受け「NPO法人地域おこ
し」が集落協定の事務支援（書類の整理や管理等）を担う

・「NPO法人地域おこし」が常駐職員を雇用し、農業生産活動や交流活
動を行うことで後継者となる移住者を受け入れる環境を整備

③取組の内容・成果

・「NPO法人地域おこし」の参入により、担い手の確保と農地の適切な
保全管理につながり、農地集積率が上昇（H17年4%→R5年34％）

・棚田オーナー制度をきっかけに令和4年に1名が集落へ移住し、担い手
として定着（令和6年度は棚田オーナーの内１名が定期的に集落内に滞
在し、協定の共同活動等に参加（将来的には移住を検討中））

・棚田オーナーがオーナー田以外の草刈り等の作業に参加するなど新た
な農地保全の形に波及 (オーナー数41名(R6.10時点))

・今後は交付金（棚田加算）を活用して整備した施設・機械を活用し、
米の生産及び販売の拡大に向けて積極的に取り組んでいく

いけたに いりやま

【棚田オーナーとのはさがけ作業】

・常駐職員を雇用
・協定事務を担う
・農業生産活動を実施
（耕作、草刈り、農道舗装）
・都市農村交流体験活動を実施
・棚田オーナー制度の事務全般
・移住者の受入体制の整備

十日町市地域おこし実行委員会

NPO法人化（H24）

池谷集落
かつてボランティアを派遣

(H17～H22 )

NPO法人地域おこし
（農業法人）

池谷・入山集落協定

棚田オーナー

十日町市

集落の住人

（集落協定事務局）

集落出身者集落外からの
通い耕作者

・都市農村交流体験への
参画（スタッフとして協力）

・ブランド米PR動画等出演

連携
事務作業依頼

・担い手の確保 1名（棚田オーナー制度をきっかけに市外から移住）
・農地集積率の上昇 H17年4%→R5年34％

依頼

参画
・田植え、稲刈り、山菜取り、ブナ林散策
・動画コンテンツ作成（棚田加算活用）
・SNSによる積極的な発信
・オーナー田以外での草刈り等の作業に参加

多様な組織等の参画
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○ 隣接する集落協定が棚田地域振興活動加算を活用し、都市部大学生を対象とした農業インターンシップを共同開催
○ 農業インターンシップを通じ、交流人口の拡大に加え、集落の文化や農業の次世代への継承に取り組む

中山間地域等直接支払交付金「 論田集落協定・熊無集落協定」（富山県氷見市）

①集落・地域のこれまで

・論田・熊無集落ともに氷見市西部の石川県境に位置し、人口減
少、高齢化に伴う担い手不足が深刻化

・論田集落は平成12年から、熊無集落は平成30年から協定活動を
開始、農用地保全の取組を地域一体で実施

・令和元年度に実施した県の「中山間地農業再生支援事業」で、
都市部の大学生との交流を通じて地域の将来ビジョンを話し
合ったところ、２集落が境界を越えて連携する必要性を認識

・令和２年度から両集落が連携して大学生を対象とした農業イン
ターンシップの受入を計画、令和５年度から受入を開始

隣接集落と共同で行う農業インターンシップを契機に、連携して集落の活性化を実現

ひみし

②実施体制の特徴
・農業インターンシップの取組は、棚田地域振興活動加算を活用
・インターンシップにかかる準備費用や交通宿泊費は両集落で折
半して対応

・インターンシップ開催に向けて、プログラムの内容等について
の全体打合せを５回程度実施

・市と県の助言やサポートによりインターンシップのプログラム
を作成

③取組の内容・成果

・各種農業体験を実施（コメやイチジク等の収穫体験）
・集落の文化の継承に係る取組
・インターンシップによる交流人口の拡大

（受入実績：R５ １３人、R６ ６人受入）
・本取組を契機に、両集落で共通する取組の将来的な連携可能性

について検討を進めるに至った

ろんでん くまなし

【集落協定の概要(R５現在)】（論田集落／熊無集落）
協定開始：平成12年度／平成30年度
面 積：32ha(田)／13ha(田)
共同取組活動費への配分割合：60%／65%
構成員：農業者81人、非農業者31人／

農業者74人、生産組織８組織、非農業者29人
主要作物：水稲・ハトムギ／水稲

共同で農業インターンシップを開催

「ろんくまインターンシップ」
を開催（R5～）

連携

食彩ふるさと

論田茶論

両集落共通の取組（将来の連携可能性）
○自走式草刈機の導入活用 ○景観作物の作付 ○地元特産品の加工品製造・販売

• 特産加工品製造

• 耕作放棄地の管理

論田中山間地域等
整備事業推進協議会

論田壮年会

【インターンシップ学生による
自走式草刈機体験】

氷見市

論田集落協定

• ろんくまインターン
シップでの助力

協定内の複数組織の活動

たんぽぽグリーンの会

熊無自治会
熊無壮年会
熊無婦人会

• 「休み処熊無」の運営協力

• 農地の引き受け

熊無農地管理組合

• 景観作物等の作付協力
• 農地の維持管理

熊無集落協定

• 交流人口の拡大
• 集落の文化と農業を

次世代へ継承
• 耕作放棄地の発生防止
• 集落の維持活性化

対象：都市部大学生
内容：・各種農業体験

・文化継承に係る取組
体制：・棚田加算を活用

・準備費用や交通宿泊費
は両集落で折半

協定内の複数組織の活動
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連携

○ 西山集落協定をはじめとした西山地区の自治組織が企業や小学校などと連携し、美しき日本の原風景である棚田を中心
とした農業生産活動や清掃活動、おいしい棚田米のブランド化といった地域農業の振興に資する積極的な活動を実施

中山間地域等直接支払交付金「 西山集落協定」（三重県伊賀市）

【集落協定の概要(R6現在)】
協定開始：令和２年度
面 積：25.9ha(田)
共同取組活動費への配分割合：60%
構成員：農業者58人､水利組合5組織、生産組織1組織
主要作物：水稲、菜種

①集落・地域のこれまで

・西山地区は約500枚の棚田が広がっているが、若手の担い手のほ
とんどが兼業農家であり高齢化と担い手不足が深刻であった

・令和元年に指定棚田地域に指定されたことを受け令和２年に西山
集落協定が発足し、共同取組活動において棚田の復元・保全に向
けた景観作物の作付けや維持管理田での稲作を実施

・令和５年に「三重のふるさと応援カンパニー推進事業」（農村漁村と
企業のマッチング）を活用し、西山自治会と上野キヤノンマテリア
ルとがCSR活動協定（農山村活性化の取組に関する協定）を締結

・棚田の振興に向けて棚田振興協議会が発足し、集落協定をはじめ
とした西山地区の自治組織が、小学校や農園などの多様な組織と
連携しながら活発的な取組を実施

つなぐ棚田遺産“西山の棚田”が繋ぐ多様な組織との連携取組

②実施体制の特徴

・棚田振興協議会（集落協定、保全会、自治会、小学校、農園、企
業、県、市の各代表等で構成）において活動計画の作成や活動実
施に係る連絡調整を行う

・協議会の事務は集落協定が主導し、保全会（多面の活動組織）、
自治会が支援

③取組の内容・成果

・多様な組織との連携取組により、西山地域の交流人口が増加、さ
らなる活発的な連携取組へとつながっている

・協定農用地25.9haのうち、令和2年度には7.2ha（27.8%）あっ
た維持管理農地が景観作物の作付けや維持管理田での稲作により
令和5年度には4.9ha（18.9%）まで減少

・集落協定が「からさわ農園」と連携し、地域の生産者が農産物を
販売する「ふれあい朝市」を毎月開催。朝市を通して地産地消や
地域活性化を推進

にしやま

西山集落協定
西山ふるさと保全会
（多面的機能支払交付金

の活動組織）

上野キヤノンマテリアル地元小学校 からさわ農園

CSR活動協定締結

○連携
・棚田周辺の清掃活動
・農作業体験
（野菜収穫・草取り）

○参加者
・社員
・その家族

○連携
・田植え体験
・稲刈り体験
・椎茸栽培学習

○参加者
・小学生

○連携
・西山集落協定が
「ふれあい朝市」を主催
・地域で採れた新鮮野菜を販売

○販売者
・農園
・地元住民
（協定・保全会

の構成員含む）

・美しき棚田を中心とした世代間交流
【取組の特徴】・幅広く多様な交流による持続性の創出

・繋がり、感じる地域の伝統・文化・風景

世代間交流 地産地消活動

伊賀市

【集落の田園風景】

西山自治会
（西山地区住人全員）

支
援

県・市
助言・支援

西山地区の自治組織

協
力

西山の棚田振興協議会

社会福祉協議会

地区内外の
個人・組織 交流

（イベント等参加）
棚田における自然ふれあいイベント等を実施

（ 「西山ふれ愛フェスタ」…地域内外の交流行事(棚田クイズラリー等)）

支
援

多様な組織等の参画
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○ 営農組合が中心となり、地域住民とともに中山間直接支払交付金や多面的機能支払交付金を活用した農地保全活動
○「ぎふの田舎へ行こう！推進協議会」や「明宝ジビエ研究会」との連携による都市住民との交流促進

中山間地域等直接支払交付金「奥住小保木集落協定」（岐阜県郡上市）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：5.6ha(田)、2.4ha(畑)
共同取組活動費への配分割合：100%
構成員：農業者16人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・H12年度、制度開始当時に営農組合（集落協定）を立ち上げ、獣害
防止柵の設置、水路改修や農道拡幅を実施

・H26鳥獣被害防止のため、捕獲体制の構築や狩猟者等の育成と並行
して捕獲個体の獣肉利活用を目指す「明宝ジビエ研究会」を設立
し営農組合員も参加

多様な組織との連携による活力ある地域づくり

ぐじょうし

②実施体制の特徴

・営農組合の事務局が企画から運営全般を行い、年４回の役員会と年
１回の総会において合意形成を図りながら組織の実施態勢を構築

・制度開始から交付金の個人配分は行わず、共同取組活動により農作
業等を実施

・明宝ジビエ研究会と連携し、獣害対策や田植え・稲刈り体験などの
里山保全事業と棚田活用事業を実施

・グリーン・ツーリズムを実現するために設立された協議会「ぎふの
田舎へ行こう！」に参加する「ぎふの田舎応援隊」との連携・支
援により、ブルーベリー植栽を（草地・休耕田）で実施

・県域の事業である、棚田応援隊（県内外問わず個人または団体が登
録可）に営農組合も登録しており、高齢化により作業者が減少し
た地域の草刈り作業を実施し農地を維持

③取組の内容・成果

・共同機械の乗用草刈り機等の導入により草刈り等の省力化
（約５０時間/年短縮）
・多様な組織等と連携したジビエ活用を進める中、狩猟者や解体技術

者の人材育成を行う過程で５名が移住

奥住小保木棚田地域振興協議会

ぎふの田舎へ行こう！推進協議会

おくずみ こ ぼ き

明宝ジビエ研究会

郡上市

小保木地域営農組合

（奥住小保木集落協定）

市

【交付金等を活用した活動】
・機械の共有化（スマート農業）
・農地保全共同活動・休耕地活用
・新たな農産物や6次化の検討
・地域伝統文化の継承支援
・農地や施設の活用検討や実施
・獣害対策（柵設置、捕獲（ジビエ工房めいほう））

・当初から非農家も活動に参加
・交付金全額が共同取組活動費

【 共同機械の乗用草刈り機 】 【 稲刈り作業 】

ぎふの田舎応援隊/棚田応援隊

日本型直接支払
（中山間地域等直接支払交付金・多面的機能支払交付金）

連携

県の事業

・農地の保全活動や交流活動に参加
・県内外を問わず個人または団体が登録

農業体験・草刈り等参加

登録

連携

多様な組織等の参画
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連携（構成員共通）

○ 棚田等の保全を通じた多面的機能の維持・発揮
○ 企業や大学と協定を結ぶなど、多様な組織と連携して都市農村交流活動に取り組み、地域を活性化

中山間地域等直接支払交付金「走井中山間地支援集落協定」（滋賀県栗東市）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成27年度
面 積：10.5ha(田)
共同取組活動費への配分割合：44%
構成員：農業者14人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・周辺の集落から離れた小さな集落であるが、都市部に比較的近い中
山間地に立地

・集落の過疎化・高齢化が進み、獣害の被害による離農も増加
・平成28年、集落の将来を危惧した走井地域の住民が中心となり、地

域を側面から支援する団体「明日の走井を考える会」 （以下「考え
る会」という。）を発足
【構成員：走井地域住民全員（集落協定構成員） 、地域外の賛同者・協力者】

・「考える会」は県の「ふるさと支え合いプロジェクト」に参加し、
令和3年に企業と、令和4年に県内の大学と地域活性化のための協定
を締結し、都市農村交流等（イベント企画・運営）の協働活動を実施

多様な組織と連携した棚田地域の振興

りっとうし

③取組の内容・成果

・「集落協定」と「考える会」が連携して田植え・稲刈り体験を開催
し、多様な組織や地域外からのサポーターが参加

・都市農村交流の場として長年遊休田であった約 10a の圃場を復田し
稲作を再開（収穫量330kｇ）

・地域イベントに学生が継続的に参加することにより地域全体が活発
化、地域の人々は新たな刺激をうける機会となっている

・イベントや交流体験の参加者を対象としたアンケート等による情報
収集により、地域では気づかなった新たな課題の発見、アンケート
に裏付けされた新たな企画の立案・実施により、新たな関係人口の
発掘に繋がっている

走井中山間地支援集落協定

立命館大学経済学部 株式会社パソナ・滋賀

市
観光協会

たな友

協働活動

（イベント案内）
（参加者募集）

連携 滋賀県の棚田
ボランティア

連携

JAレーク滋賀

こんぜ清流米
研究会

（イベント共同開催）
協業

はしり

地域外からの
サポーター 走井自治会

明日の走井を考える会

県・市

支援・協力
アドバイス

【田植え体験イベント】 【稲刈り体験イベント】

【明日の走井を考える会】

年に5回の環境保全活動
（河川の清掃、除草作業）

プロジェクト協定締結

（ボランティア募集）
連携

②実施体制の特徴

・「集落協定」と「考える会」とが連携し関係人口を受け入れる体制
を整備

・協定の事務担当者が、「考える会」の事務局も担当しているため、
両組織の合意形成はスムーズ

栗東市

【協働活動内容】
・田植え体験
・収穫祭
・稲刈り体験
・田んぼアート
・生き物マップ作り
・あじさいロード

整備・保全
・左義長体験
・婚活イベント

多様な組織等の参画
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○ 旧村内の９つの集落協定と多様な組織等で建屋地域棚田振興協議会を構成
○ 協議会にて専門家による獣害対策研修会や国庫事業により粗放的な農地の管理に取り組む

中山間地域等直接支払交付金「 能座集落協定 他８集落協定」（兵庫県養父市）

【集落協定の概要（9集落協定の合計）(R5現在)】
協定開始：平成12年度（中央区集落協定）
面 積：84.7 ha
共同取組活動費への配分割合：52％（平均）
のべ構成員：農業者231人､農業法人8法人、その
他3人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・地域では農業を担っている世代の高齢化が進行し、営農体制の維持、
次世代の担い手確保が課題に

・R元年棚田地域振興法の成立を契機に、各種施策活用による課題解
決を模索し始める

・旧建屋村でR4年に棚田地域振興法の指定棚田地域指定を受け、R5
年2月に建屋地域棚田振興協議会を設立し、同年に指定棚田地域振
興活動計画が認定

・R5年から活動計画を実現すべく、協議会としての活動を開始

９集落協定で連携して獣害対策及び粗放的な農地管理に取り組み、棚田を守る

のうざ

②実施体制の特徴

・旧建屋村の９集落協定それぞれの活動（農道・水路・農地の維持）
は維持しつつ、協議会としての活動を実施

・協議会の運営は構成員でもある市がサポート
・本体交付金の１％を協議会運営費に充当
・９集落協定のうち４集落協定で棚田振興地域活動加算を実施

③取組の内容・成果

・協議会設立により、他地区の取組を知る機会ができたため、中山間
直払の活動に取り組んでいなかった３地区が取組を開始

・協議会としての活動を開始したことで、集落協定間において運営
（交付金の使途など）について定期的に情報交換を実施、既存の草刈
り隊の隊員が増加

・獣害対策研修会では、現地調査およびセンサーカメラ設置によるシ
カ侵入経路の確認を行った結果に基づく専門家の講義に加えて、
能座集落協定が積極的に捕獲を行った実績について情報提供し、
地域一帯の獣害対策のレベルアップを図った
（R6年度：２回実施）

やぶし

農地・水路・農道の維持
は集落協定ごとに実施国庫事業の取組（R6～10（予定））

【最適土地利用総合対策】
・土地利用構想図の作成
・省力化草刈り機の導入実証

シェアリングの検討
・粗放的利用実証
（緩衝帯整備、景観作物の作付）
・土地利用に関する視察研修

【獣害対策研修会】

養父市

10

区
長

２
自
治
協
議
会

事
務
局

参
入
企
業

JA

農
業
委
員
会

本体交付金の１%を
協議会運営費に充当

運営のサポート

集落協定の代表者

建屋地域棚田振興協議会

９集落協定

市

保
全
隊
代
表
者

獣害対策研修会の実施

・森林動物専門員からの専門
的な指導

・段取りや計画作成は市や県
が全面的にサポート

・協定間の情報交換の場

ネットワーク化（協議会型）
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担い手の連携を強化する協議会を核とした複数集落協定の再編

○ 23の集落協定を担い手の営農エリアを基に３つの広域協定に再編
○ 集落営農組織間の連携を強化する協議会を設立し、事務の受託や草刈隊の結成等を通じて地域に必要な取組をサポート

浜田市

中山間地域等直接支払交付金「弥栄町の広域３協定」（島根県浜田市）

①集落・地域のこれまで

・地区内に存在する集落営農組織の役員やオペレーターの世代交代や後
継者確保に危機感

・平成27年度に「弥栄自治区集落営農組織連携協議会」を設立し、町
内に複数ある集落営農組織間の連携を強化

②実施体制の特徴

・協議会が主体となり、集落ごとに締結していた19の協定を、担い手の
営農エリアを基に３つの広域協定に再編（R2に４集落が新たに参加）

・広域協定は事務受託者である協議会へ交付金を100％拠出し、協議会
から広域化前の23集落協定へ配分。加算は地域全体への取組に活用

・集落単位による農業生産活動の継続が困難となった場合に備え、協議
会で地域全体で必要な取組を話し合い、地域商社の「一般社団法人奥
島根弥栄」が取組を実施する体制を整備

③取組の内容・成果

・超急傾斜加算により地域ブランド米「秘境奥島根弥栄」の販売促進
（イベント出店、フェア開催など）
⇒ブランド米生産面積：6.8ha(R4)

・重労働である草刈作業、防除作業の省力化を図るため、センチピード
グラスの吹付、ドローンを活用した農薬散布を実施
⇒センチピードグラス吹付面積：19.2ha（R4までの総計）
⇒ドローン防除面積：117.8ha(R4)

・集落で保全管理が困難な農地を地元畜産農家と連携し放牧による管理
・集落機能強化加算により農地・地域維持を目的に非農家や若者を中心

とした「草刈隊」を結成（草刈隊結成コーディネーターも確保）
⇒草刈隊の実施面積：7.1ha(R4)

やすぎ
安城１協定

担い手の営農エリアを基に３つの広域協定に再編(H27)

取組１：ブランド米の販売促進
取組２：畦畔の芝生化
取組３：ドローン防除作業
取組４：保全困難な農地の管理
取組５：草刈隊の結成

やすぎ

安城２協定
きつか
杵束協定

弥栄自治区集落営農組織連携協議会(H27~)
（現：やさかむら集落営農組織連携協議会）

<実働部隊>
一般社団法人奥島根弥栄

事務の実施
・23集落へ交付金の配分
・町内に複数ある集落

営農組織間の連携支援

事務支援業務の委託
・交付金を100%拠出

【集落協定の概要(R4現在)】（※３広域協定の合計）
協定開始：平成12年度
面 積：264ha(田)、3.8ha(畑)、2ha(採草放牧地)
共同取組活動への配分割合：100%
構成員：農業者215人､農業法人18法人
主要作物：水稲

【草刈隊の取組】

やさかちょう
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地区内の集落ごとに19協定で取組 ４集落が
新たに参加

(R2)

統合（親子型）・ネットワーク化（協議会型）



○ 農事組合法人「福の里」を中心に、地域住民を加え、多面や中山間直払による農地の保全活動や、女性部を中心とした
加工所の運営、直売所の開設、イベントの開催による交流促進や農福連携

阿武町
中山間地域等直接支払交付金「福田中集落協定」（山口県阿武町）

①集落・地域のこれまで

・H12の制度開始当初から5集落が連携して福田中集落協定を運営
・H15に福の里を設立し、以降は福の里を中心にむらづくりの取組

が進められ、H18 には地域の老若男女の夢や意見を取りまとめた
「福の里夢マップ」を作成

・H17に福の里女性部が設立し、H18に整備した加工施設で地域の
特産品を使用した農産物加工を開始

・H19に福の里直売所運営協議会が設立し、福の里直売所を開設
・H27からはE.G.Fとの農福連携が開始し、多様な人材が協定の活動

に参加

②実施体制の特徴

・5集落で取り組んでいた中山間直払の役員が中心となり、H14に機
械の共同利用組合を設立し、H15に農事組合法人福の里（以下
「福の里」という。）を設立

・R5現在、阿武町旧福賀村内の7集落で中山間直払に取り組む
・福の里を中心に多様な組織等が連携して、交付金等を活用したむ
らづくりに取り組む

・福の里による協定事務局の運営や営農体制の整備

③取組の内容と成果

・福の里農地守り隊による非農家を含めた農地の保全活動
・福の里女性部による地域資源や地域農産物を活用した加工品開発

環境美化活動
・地域住民には欠かせない生活用品や食品の販売拠点である福の里

直売所を通じての地域内外の交流活動
・E.G.Fとの農福連携の取組

【集落協定の概要(R4現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：95.2ha(田)
共同取組活動費への配分割合：69%
構成員：農業者84人､農業法人1法人、非農業者5人
主要作物：水稲、大豆、薬草、すいか、ほうれんそう 等

日本型直接支払
（中山間地域等直接支払交付金・多面的機能支払交付金）

農事組合法人
福の里

（H15年から）

農事組合法人
福の里 女性部 福賀すいか部会

福の里直売所

（福）E.G.F

農地保全活動

新
田
集
落

中
村
集
落

野
沢
集
落

森
見
藤
集
落

上
東
郷
集
落

下
東
郷
集
落

久
瀬
原
集
落

機械の協同利用組合を設立
（H14年）

役員が中心 発展

・協定事務局の運営や営農体制の整備

・地域住民と福の里が連携した組織
・交付金を活用した農地の保全活動
（交付金の50％を共同取組活動費に充当）

阿武町
福の里農地守り隊
（H19年から）

多様な組織等が連携した“にぎわいの創出”によるむらづくり

直売所運営・イベント開催

農福連携

阿武町農福連携協議会

福の里直売所運営協議会

・農作業
・草刈り
・田植え補助

加工向け農産物

協定参加者

運営

・農産物の販売
・地域と連携しイベント等を開催

作業依頼

野菜や苗、
加工品を
出荷

あぶちょうふくだなか

福田中集落協定
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多様な組織等の参画



○ ５つの集落協定が１協定に統合し、土地改良区に事務支援業務を委託
○ 協定の統合により自走式草刈り機の購入・維持管理費の支出が可能となり、草刈り作業の負担が軽減

中山間地域等直接支払交付金「 富岡集落協定」（愛媛県松野町）

①集落・地域のこれまで

・人口減少、少子高齢化により農業の担い手不足が深刻化し、農業
生産活動の維持が困難になることを危惧

・耕作放棄地の発生を防止し、多面的機能の確保を図る観点から、
H12年度（第１期対策）より中山間地域等直接支払制度の取組を
開始

・当初は５つの集落協定で活動していたが、H17に１協定に統合、
H27に２協定への分割を経て、R2に１協定に統合

協定の統合による活動体制の整備と強化

②実施体制の特徴

・交付金の使途や配分ルールは広域協定において統一
・統合したことをきっかけに土地改良区へ交付金事務支援業務の委
託を開始

・共同取組活動費より事務委託費を拠出

③取組の内容・成果

・統合により旧集落協定全体から役員の選出が可能となり、役員の
なり手が不足していた旧協定でも活動を継続

・土地改良区への事務支援業務の委託により事務負担が軽減
・町と集落協定と土地改良区の三者が直払の事務受委託を通して相

互に連携し関係が強化
・統合により共同活動費の活用の幅が広がり、共同機械（自走式草

刈り機）を導入、高齢農業者の負担軽減や農地維持活動が効率化
・自走式草刈り機を活用し、協定参加者で農作業が困難な高齢者所

有の農地管理を行う連携体制を構築
・土地改良区は事務の受委託を通して協定と連携することにより、

効率的な土地改良施設の管理が可能となった
【自走式草刈り機による草刈り】

とみおか

第１期対策から第５期対策にかけて５協定を１協定に統合

富岡古市場集落協定 富岡地吉集落協定 富岡久米地集落協定 富岡富民集落協定 富岡小屋の川集落協定

富岡集落協定

富岡集落協定 富岡小屋の川集落協定

H12

H17

H27

５協定を１協定に統合

１協定を２協定に分割

２協定を１協定に統合

松野町

松野町土地改良区
（中山間直払事務受託者）

共同取組活動費より
委託費を拠出

【近隣集落の統合により組織体制が強化】
・役員のなり手不足の解消
・共同機械の導入による農地

維持活動の効率化
・遊休農地発生防止のための保全管理

富岡集落協定

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：39.7ha(田)、0.8ha(畑)
共同取組活動費への配分割合：20%
構成員：農業者74人､非農業者8人
主要作物：水稲、柚子、栗

事務支援業務の委託

【委託内容】
・作業写真整理
・活動記録、作業日報等の整理
・会議資料等の作成補助
・支出事務
・金銭出納書類の整理

R２

関係強化

町
関係強化

統合（合併型）・多様な組織等の参画
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○ 村全域で広域化した2協定の事務を（一社）三原村集落活動センターやまびこが一元管理
○ 当集落活動センターが協定と村の橋渡しの役割を担い、協定の事務作業が軽減

中山間地域等直接支払交付金「 三原西部集落協定・三原東部集落協定」（高知県三原村）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：253ha(田)（内訳：西部128ha、東部125ha）
共同取組活動費への配分割合：西部57.8％、東部64.7％
構成員：西部 農業者102人、農業生産組織1、非農業者87人

東部 農業者106人､農業法人1、農業生産組織1、非農業者52人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・H29年度から村内13集落を東西で2協定に統合
・H29年度より、村民が主体となって地域の課題やニーズに

応じて様々な活動に総合的に取組む組織である「（一社）
三原村集落活動センターやまびこ」へ両協定の事務等を一
元化し体制の強化を図る

村全域にわたる２協定の事務等の一元管理による連携強化

みはらむら

②実施体制の特徴

・各広域協定は交付金額の約７％を拠出し当集落活動セン
ターへ事務支援業務を委託

・共同活動は各集落（13集落）において行い、面積に応じて
配分される各集落への交付金は当集落活動センターが一括
で管理（村と協定との橋渡しの役割）

③取組の内容・成果

・事務支援業務（活動日誌、金銭出納簿の整理、事業推進相談等）
の委託により各集落協定の事務負担が軽減

・各地区の状況に精通している集落活動センターやまびこが、
多様な組織が参画する総会等で各地区の情報を共有し、地
域の課題解決や村の振興に寄与

【課題解決・振興例】
・集落営農組織への機械等の購入支援により、生産活動の効

率化が図られ、耕作放棄地の発生を抑制
・地域が一体となって米のブランド化を図り、商品の販路拡

大を推進

事務支援業務の委託
共同活動費から
事務費として拠出

６集落が参加
○構成員
・農業者 ・集落営農組織
・非農業者 ・農業法人

７集落が参加
○構成員
・農業者 ・非農業者
・集落営農組織

（一社）三原村集落活動センター やまびこ

三原西部集落協定 三原東部集落協定

【事務内容】
・協定からの資料を基に

活動日誌等を整理
・活動にかかる費用の支出

個人配分等の配分等事務作業
・事業推進相談
・金銭出納簿の整理
・その他協定事務、書類整理支援

村
（１村２広域協定）

【 共同草刈り作業 】

三原村

【総会】
・各集落代表 ・商工会
・農業公社 ・JA支所
・森林組合 ・社会福祉協議会
・連合婦人会 ・青年団 など

連携

ネットワーク化（共同委託型）
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○ 構成員が減少したことにより取組困難となった集落協定と、農事組合法人を設立し体制強化した集落協定が統合
することで、人員や設備の不足等の課題解決を図り、共同作業等が継続できる体制を構築

中山間地域等直接支払交付金「 中岳集落協定」（長崎県大村市）

【集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：18ha(田)
共同取組活動費への配分割合：38%
構成員：農業者26人､農業法人2法人
主要作物：水稲、いちご

①集落・地域のこれまで

・中岳集落と椎場平集落にわたる萱瀬（かやぜ）地区において、構
成員減少により一部の地域で対応困難となっていた共同作業等
の体制を強化するために、中岳集落協定の構成員が母体となり、
令和元年度に農事組合法人「かやぜ中部」を設立

・令和2年度「かやぜ中部」は構成員として中岳集落協定に参画
・同地区の椎場平集落協定において、高齢化や担い手不足により

構成員が減少し集落協定の継続が困難となったため、市の働き
かけにより、令和3年度、体制が強化された中岳集落協定との
統合を実施

②実施体制の特徴

・総会や共同取組等の活動を1組織として実施
・共同取組活動の報酬の統一により、集落をまたいだ協力体制を
再構築

・総会等全体が集まる場において合意形成を図っている
・農事組合法人「かやぜ中部」が規模縮小を希望する農業者の耕

作の請負や、草払い等農作業への協力を率先して行っている

③取組の内容・成果

・農事組合法人の参入により、農業者個々の作業負担軽減
・中山間直払の交付金（生産性向上加算）を活用し、共同機械

（ドローン）を導入
・ドローンによる農薬散布やオペレータ育成に力を入れ、農作業

の効率化、省力化、生産性の向上を図っている

・構成員の減少、高齢化
・荒廃農地増加のおそれ

集落協定継続困難

統合

農業事組合法人
かやぜ中部

・耕作困難な農地の請負
（耕作・草払い）

・ドローンによる農薬散布
・農業機械の共同利用

【法面の草払い（共同活動）作業の様子】

大村市

椎場平集落協定

中岳集落協定

中岳集落協定

・構成員の減少
・一部の地域で共同作業等対応困難

市

両集落協定へ
働きかけ

旧椎場平集落協定

旧中岳集落協定

＋

・共同取組活動の報酬の統一
・集落をまたいだ協力体制を再構築

サ
ポ
ー
ト

【中岳集落】

【椎場平集落】

構成員が母体となり
R元年度に農事組合法人
「かやぜ中部」を設立

R2年度に協定に参画（体制強化）

なかだけ

しいばひら

統合（合併型）
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集落協定の統合及び農事組合法人との連携により中山間地域の農業活性化及び荒廃化防止



k

○ ５つの集落協定が（一社）あさぎり町農業支援センターに事務支援業務を委託することで集落協定の事務負担が軽減
○ 同センターは、集落協定に対して活動スケジュールに係る助言等を行うとともに、人手不足により活動に支障のある

 集落協定から支援要請があった際には農作業を受託する等、集落協定活動の着実な実施を実現

あさぎり町

中山間地域等直接支払交付金「 あさぎり町の５集落協定」（熊本県あさぎり町）

①集落・地域のこれまで

・各集落協定において、農業経営者の高齢化や担い手不足等によ
り農業生産活動の継続が課題となっていた

・平成28年度に町内の農業者からの農作業の受託及び多面的機能
支払制度の広域協定の事務支援業務を受託するために（一社）
あさぎり町農業支援センターを設立

・同センターは、事務が負担となっていた５集落協定の事務支援
業務も第5期対策から受託

②実施体制の特徴

・各集落協定は、農業支援センターへの事務支援業務の委託費と
して、交付金額の２.5％を共同活動費として支出

・同センターは集落協定に対して、事務支援のほか、活動スケ
ジュールに係る助言等のサポートや、人手不足で作業に支障を
きたしている集落協定から要請があった際に農作業を受託

③取組の内容と成果

・事務支援業務の委託により、事務作業にかかる時間が集落協定
当たり、年間100時間ほど縮減、省力化された時間と余力を農
業生産活動へ活用できるようになったことで、第5期対策期間中
の事業が継続され、農地の維持管理が図られた

・同センターは中山間直払だけではなく多面的機能支払に係る事
務支援も担い、農業生産活動や農地・農業水利施設の保全管理
等、地域で行われる共同活動の継続に貢献

【５集落協定の概要(R6現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：352ha(田)
共同取組活動費への配分割合：40～70%
構成員：農業者248人､農業法人11法人
主要作物：水稲、資料作物、たばこ等

町

【事務支援内容】
・活動記録簿、活動通知文

等 書類整理
・会計帳簿整理作成
・総会資料等会議資料整理
・日当計算・交付金の振込
・収支ヒアリング資料整理

【その他支援内容】
・活動スケジュールに係る

助言
・農作業受託等

（↑求人により人員確保）

５つの集落協定から同一の外部組織に事務等を委託し、集落協定の活動継続のための体制づくりを推進

山
田
集
落
協
定

宮
野
集
落
協
定

錦
中
原
集
落
協
定

神
殿
原
・
永
山

集
落
協
定

清
水
集
落
協
定

（一社）あさぎり町農業支援センター

町と集落協定との橋渡し的な役割

事務支援業務の委託

協
定
書
・
申
請
書
・
実
績
関
係
書
類
の
提
出

多面的機能支払
活動組織

事務の支援

中山間地域等直接支払

＋その他支援

事務の委託

※共同取組活動費
より委託費を支出

（各協定毎）

【農業支援センターによる農作業受委託】

ネットワーク化（共同委託型）
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○ 集落間の連携により担い手不足を補うことを目的に、町内56集落協定を５広域協定に統合
○ ５広域協定と町で「日之影町担い手協議会」を設立し、高齢化等により継続が困難になった農作業を町出資農業法人を中心とした

担い手に円滑に集約する農作業受委託システムを確立

日之影町

中山間地域等直接支払交付金「日之影町の広域５協定」（宮崎県日之影町）

【集落協定の概要(R５現在)】（※５広域協定の合計）
協定開始：平成12年度
面 積：289ha(田)、149ha(畑)
共同取組活動費への配分割合：44%(平均)
構成員：農業者766人､農業法人1法人(共通)
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・平成12年度から町内の集落協定が本制度に取組み、農業機械の導
入、農道や水路の維持補修等を行い、農業生産活動を継続

・高齢化の進展と後継者不足等から協定内の担い手だけでは農業生産
活動を継続、維持することが困難な集落の発生を危惧し、平成26
年から関係機関との協議を開始

・平成29年に既存の集落協定を統合し、5つの広域協定を締結

②実施体制の特徴

・町全体で協力しながら農地を守り、後継者を育てることを目的とし
て設立した農業法人「（株）ひのかげアグリファーム」が、集落
協定との連携や、条件不利地の農地の農作業受託を中心に農作物
の生産を行うなど、町内の農業経営をサポート

・町が農作業受託者で構成する「日之影町担い手協議会」を運営し、
引き受け農地の調整や受託作業料金の上乗せなど担い手及び同法
人が効率的に農作業受託ができる体制（農作業受委託システム）を整備

③取組の内容・成果

・広域協定となり担い手の活動範囲が広がったことにより、協定面積
が増加

・農作業受委託システムの構築により 、委託者（農家）と受託者
（オペレータ－）の双方に金銭的なメリットが生まれるほか 、担
い手のインセンティブ向上により、活動意欲が高まり、活動エリ
アが拡大

・遊休農地の復旧による獣害被害の軽減や、高齢農家でも水稲栽培が
でき、生きがいとしての農業が継続可能となり、農業・農村集落
が維持

ひのかげちょう

ネットワーク化による農作業受委託システムの確立

56集落協定 5広域協定統合

業務委託契約
・各広域協定と担い手協議会で締結
・各協定棚田加算分交付額の１割

日之影町担い手協議会（事務局機能）
（担い手バンク（作業部隊） ）

（株）ひのかげアグリファーム

委託者
（農家）

依頼

委託料金の補助

依頼協議会構成員：役場（事務局）、担い手バンク構成員
広域集落協定代表者

・農作業受委託の調整
・農作業受委託システムの対象とする作業

内容の追加や上乗せ分の増額等の協議 等

（例：ひのかげアグリファームの農作業受託）
・水稲栽培に伴う基幹作業

（育苗、耕起、田植え、防除、刈取等）
・農地や樹園地の除草、下刈り
・飼料用ロール、ラップ
・獣害防止用ワイヤーメッシュ柵の設置
・栗、柚子の収穫 等

受託料金の補助

町内外の
農家

集落営農
組織

連携
農作業 ・町からの出資を受け、町内の農業関連の依頼

全般を請け負う
・自社生産技術の確立による担い手の育成
・自社生産における農福連携の取組 等

福祉団体連携

受託者
（担い手）

担い手バンク構成員

【日之影町の農用地】 28
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○ ７つの集落協定が、同一の外部組織（土地改良区）に事務支援業務を委託
○ 事務受託者が、町と集落協定との橋渡し的な役割を担うことで、町事務担当の負担軽減

中山間地域等直接支払交付金「 湧水町の７集落協定」（鹿児島県湧水町）

【７集落協定の概要(R5現在)】
協定開始：平成12年度
面 積：163ha(田)
共同取組活動費への配分割合：50%
構成員：農業者300人
主要作物：水稲

①集落・地域のこれまで

・7集落協定は、地域の事務担当役員のなり手不足を緩和す
るため、 第１期の協定立ち上げの際、各協定の代表が土
地改良区の理事であったことから、交付金の事務支援業務
を土地改良区に委託

・土地改良区の理事会等で会合の機会があったことから合意
形成はスムーズに進んだ

ゆうすいちょう

②実施体制の特徴

・７つの集落協定が、中山間直払の事務受託者である土地改
良区に対し事務支援業務を委託

・各集落協定から土地改良区への拠出金は、それぞれ交付金
額の13％

・土地改良区の職員のうち１名が本来業務の他、協定からの
委託により事務支援を実施（出納簿・活動日誌の整理等）

③取組の内容・成果

・事務支援業務を委託したことで、７集落協定において、事
務役員のなり手不足の解消による事業継続が図られ、適正
な農地の保全が実現し、次期対策に向けての取組継続の意
欲が向上

・受託者が町と集落協定との橋渡し的な役割を担うことで、
集落協定側の窓口が一本化され、町事務担当の負担が軽減

小
原
地
区
集
落
協
定

同じ中山間直払事務受託者
（土地改良区で受託）

町

（町と集落協定との橋渡し的な役割）

事務委託や受託者の情報提供

湧水町

中
野
地
区
集
落
協
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地
区
集
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連絡調整

【委託内容】
・書類整理支援
・会計帳簿整理
・会議資料等整理
・そのほか事務

ネットワーク化（共同委託型）
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事務支援業務の委託

共同取組活動費より委託費を拠出
（拠出は各協定の取り決めによる）

各集落協定から同一の外部組織等に事務等を委託したゆるやかな横連携
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